
【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 60,429,104,281   固定負債 11,765,761,321

    有形固定資産 58,343,341,839     地方債 9,327,803,542

      事業用資産 11,696,492,779     長期未払金 0

        土地 6,129,972,265     退職手当引当金 0

        立木竹 0     損失補償等引当金 0

        建物 15,313,948,172     その他 2,437,957,779

        建物減価償却累計額 -10,098,767,654   流動負債 1,377,170,766

        工作物 952,813,714     １年内償還予定地方債 719,038,242

        工作物減価償却累計額 -601,473,718     未払金 173,421,990

        船舶 0     未払費用 0

        船舶減価償却累計額 0     前受金 0

        浮標等     前受収益 0

        浮標等減価償却累計額 0     賞与等引当金 236,523,000

        航空機 0     預り金 241,244,334

        航空機減価償却累計額 0     その他 6,943,200

        その他 0 負債合計 13,142,932,087

        その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

        建設仮勘定 0   固定資産等形成分 61,726,687,085

      インフラ資産 46,605,837,083   余剰分（不足分） -10,911,908,858

        土地 34,959,754,108

        建物 787,755,515

        建物減価償却累計額 -571,157,336

        工作物 19,340,057,998

        工作物減価償却累計額 -9,226,275,988

        その他 0

        その他減価償却累計額 0

        建設仮勘定 1,315,702,786

      物品 332,242,273

      物品減価償却累計額 -291,230,296

    無形固定資産 771,645,216

      ソフトウェア 0

      その他 771,645,216

    投資その他の資産 1,314,117,226

      投資及び出資金 2,180,000

        有価証券 0

        出資金 2,180,000

        その他 0

      投資損失引当金 0

      長期延滞債権 237,545,444

      長期貸付金 0

      基金 1,101,943,782

        減債基金 81,136,829

        その他 1,020,806,953

      その他 0

      徴収不能引当金 -27,552,000

  流動資産 3,528,606,033

    現金預金 1,386,921,265

    未収金 789,675,583

    短期貸付金 25,000,000

    基金 1,272,582,804

      財政調整基金 1,272,582,804

      減債基金 0

    棚卸資産 44,667,750

    その他 10,209,011

    徴収不能引当金 -450,380 純資産合計 50,814,778,227

資産合計 63,957,710,314 負債及び純資産合計 63,957,710,314

全体貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

純行政コスト 15,884,025,672

  臨時利益 2,442,214

    資産売却益 1,808,214

    その他 634,000

    投資損失引当金繰入額 0

    損失補償等引当金繰入額 0

    その他 0

  臨時損失 14

    災害復旧事業費 0

    資産除売却損 14

    使用料及び手数料 152,970,481

    その他 539,747,971

純経常行政コスト 15,886,467,872

      他会計への繰出金 0

      その他 307,600

  経常収益 692,718,452

    移転費用 9,752,092,058

      補助金等 7,149,690,433

      社会保障給付 2,602,094,025

        支払利息 58,543,112

        徴収不能引当金繰入額 8,539,000

        その他 131,269,649

        減価償却費 874,967,169

        その他 0

      その他の業務費用 198,351,761

      物件費等 4,740,827,015

        物件費 3,828,953,888

        維持補修費 36,905,958

        賞与等引当金繰入額 235,093,000

        退職手当引当金繰入額 0

        その他 265,716,235

    業務費用 6,827,094,266

      人件費 1,887,915,490

        職員給与費 1,387,106,255

  経常費用 16,579,186,324

全体行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

（単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 50,275,048,462 62,323,203,241 -12,048,154,779

  純行政コスト（△） -15,884,025,672 -15,884,025,672

  財源 15,752,490,782 15,752,490,782

    税収等 9,048,001,492 9,048,001,492

    国県等補助金 6,704,489,290 6,704,489,290

  本年度差額 -131,534,890 -131,534,890

  固定資産等の変動（内部変動） -993,865,581 993,865,581

    有形固定資産等の増加 678,044,350 -678,044,350

    有形固定資産等の減少 -874,967,169 874,967,169

    貸付金・基金等の増加 329,879,234 -329,879,234

    貸付金・基金等の減少 -1,126,821,996 1,126,821,996

  資産評価差額 0 0

  無償所管換等 0 0

  その他 671,264,655 397,349,425 273,915,230

  本年度純資産変動額 539,729,765 -596,516,156 1,136,245,921

本年度末純資産残高 50,814,778,227 61,726,687,085 -10,911,908,858

全体純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：円）

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末歳計外現金残高 241,244,334

本年度末現金預金残高 1,386,921,265

0

本年度末資金残高 1,145,676,931

前年度末歳計外現金残高 241,244,334

本年度歳計外現金増減額 0

財務活動収支 -150,403,741

本年度資金収支額 322,350,115

前年度末資金残高 823,326,816

  財務活動収入 550,422,000

    地方債発行収入 550,422,000

    その他の収入 0

  財務活動支出 700,825,741

    地方債償還支出 693,882,541

    その他の支出 6,943,200

    その他の収入 36,665,886

投資活動収支 786,419,199

【財務活動収支】

    基金取崩収入 1,101,821,996

    貸付金元金回収収入 25,000,000

    資産売却収入 47,805,812

    その他の支出 0

  投資活動収入 1,794,342,783

    国県等補助金収入 583,049,089

    基金積立金支出 304,879,234

    投資及び出資金支出 0

    貸付金支出 25,000,000

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,007,923,584

    公共施設等整備費支出 678,044,350

    その他の支出 0

  臨時収入 0

業務活動収支 -313,665,343

    その他の収入 157,512,529

  臨時支出 0

    災害復旧事業費支出 0

    税収等収入 9,083,857,025

    国県等補助金収入 5,890,628,290

    使用料及び手数料収入 150,443,871

      他会計への繰出支出 0

      その他の支出 307,600

  業務収入 15,282,441,715

    移転費用支出 9,752,092,058

      補助金等支出 7,149,690,433

      社会保障給付支出 2,602,094,025

      物件費等支出 3,863,166,659

      支払利息支出 58,949,798

      その他の支出 94,671,053

  業務支出 15,596,107,058

    業務費用支出 5,844,015,000

      人件費支出 1,827,227,490

全体資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】



全体財務書類に係る注記 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

のは原則として再調達原価としています。また開始後については、原則として取得原価と

し再調達は行わないこととしています。 

公営企業については、公営企業会計基準に従い、有形固定資産等の評価を行っていま

す。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表

価額としています。出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価

額としています。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により

出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。なお、出

資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するも

のしています。 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

定額法を採用しています。なお、公営企業については、それぞれの会計で適用された定

額法及び定率法を採用しております。 

 

② 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

 公営企業については、公営企業会計基準により計上しています。 

 

② 賞与引当金 

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対

象期間の割合（4/6か月）を乗じた額を計上しています。 

 

 



③ 退職給付引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って

います。 

 

④ 損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方

法に従っています。 

 

（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っています（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃

貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています）。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としています。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により

発生する資金の受払いも含みます。 

 

（７） 採用した消費税等の会計処理 

税込方式にて処理しています。公営企業については、税抜方式により、処理していま

す。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」に基づく、財

務書類の作成を行っています。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

特になし 

 

（２）地方財政制度の大幅な改正 

特になし 

 

（３）組織・機構の大幅な変更 

特になし 



（４）重大な災害等の発生 

特になし 

 

（５）その他重要な後発事象 

特になし 

 

４． 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

特になし 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

特になし 

 

（３）その他主要な偶発債務 

特になし 

 

５．追加情報 

（１） 対象団体（会計）の一覧、連結方法 

① 一般会計：全部連結 

② 土地取得特別：全部連結 

③ 国民健康保険特別会計（保健事業勘定）：全部連結  

④ 介護保険特別会計：全部連結 

⑤ 後期高齢者医療特別会計：全部連結 

⑥ 介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）：全部連結 

⑦ 大治町下水道事業会計：全部連結 

 

（２） 出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。（地方自治法235 条

の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」） 

 

 

（３） 表示単位未満 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 


